


・ 少子高齢化社会の到来で，働き手が不足することは目に見えており，
この度，国は，「出入国管理及び難民認定法」（入管法）の改正により，「特定
技能」という在留資格を創設し，外国人人材を単純労働の分野に受け入れる
ことに踏み切った。
まだ，受け入れ人数は，１４産業分野，合計３４万５１５０人に限定されている
が，将来は増加が見込まれる。
国は，移民政策に転換したものではないと言っているが，特定技能２号には
在留期間の制限がなく，家族の帯同も許されるのであるから，外国人人材が
わが国に定着する可能性が高く，その意味で，移民国家へのスタートを切っ
たものと考えてもあながち間違いではない。

・ 求人をしても思うように働く人を採用できない企業では，働き手として外国人
人材を活用し，企業のために有用な人材を育てたいと考えても，そんなに簡単
なものではない。

・ 今回の入管法改正では，同一業種の中とはいえ，技能実習生と違って転職の
自由もあり，外国人人材がその企業において気持ちよく働くことのできる環境
が整備されていなければ，もしくは，日常生活においても外国人人材を支援
するという体制が整備されていなければ，受け入れ企業への定着は難しいも
のと思われる。



• しかし，外国人とはいえ，同じ人間であるので，受け入れ企業の経営者や，そこ
に働く人の，外国人の働き手に対する暖かさや情が通じれば，定着は容易であ
ると思われる。

私たちは，巷間言われている，技能実習生に対する劣悪な取り扱いの愚を犯

してはならない。

• 本セミナーでは，そのような反省点も含め，改正入管法の内容，外国人の働き
手をどのように採用し，活用したらよいか，定着してもらうためにはどのようなこ
とに留意したらよいか，日本語教育等の支援はどのようにあるべきか，ご来場
の皆様方と共に考えていきたいと思う。



（１）少子高齢化と生産年齢人口の不足

入管法が改正され，国が従来の方針を変更して，単純労働の分野に外国人の労働力
を導入したのは，わが国の生産年齢人口（１５才から６４才）の不足，

すなわち，働き手の不足が決定的な原因である。

わが国の総人口は，２０１９年7月1日現在で１億２６３１万人であり（総務省統計局発表
の２０１９年７月概算値），前年に比べ減っている。

この内，外国人を除くと，１億２４０５万８４人であり，出生率の低下を考慮すると，今後も
減り続け，国立社会保障・人口問題研究所の推計によると，２０２９年には１億１１９９万人，
２０５６年には１億人を切ってしまうという少子化で，人口が緩やかに減少するが，他方，
高齢化で，生産年齢人口が人口の減少以上に増え続けるという事態に遭遇している。

このように，わが国社会は，今，働き手の不足に直面している。



（２）国の対応

経団連は，２０１６年１１月２１日，「外国人人材受入促進に向けた基本的考え方」を発表
し，高度の専門性や技術を有する外国人の受け入れだけでは

なく，「一定の技術を有すると担保し得る客観的な技能評価制度・技能評価基準を満た
す外国人材を対象に，日本での就労を目的とする在留資格のあり方を検討すべきであ
る。」と提言し，国に対し，産業の現場を支える，いわゆる単純労働者を受け入れる新し
い在留資格の導入を求めた。

このこともあり，国は，内閣府に設置されている経済財政諮問会議で新しい在留制度
の検討が開始された。

そして，安倍内閣は，２０１８年６月１５日に，「経済財政運営と改革の基本方針２０１８
～少子高齢化の克服による持続的な成長経路の実現」を閣議決定したが，この中に「新
たな外国人材の受け入れ」が盛り込まれた。

２０１８年７月２４日から３度に分けて，「外国人材の受け入れ・共生に関する関係閣
僚会議」が開かれ，入管法改正の骨子，新しい在留資格である「特定技能」が議論され
た。
その後，入管法改正案が国会に提出され，２０１８年１２月８日に可決された。

そして，改正入管法可決したことを受けて，２０１８年１２月２５日に，３回目の関係閣
僚会議が開催されて，「特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する基本方針」，
「特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する方針（分野別運用方針）」，「外国人
材の受け入れ・共生のための総合的対応策」が了承され，閣議決定された。



（３）事実上の移民国家への方向転換

改正入管法は，２０１９年４月１日から施行されている。

これまでの国の外国人受け入れ方針は，専門的・技術的分野とされる「高度
専門職」や「技術・人文知識・国際業務」と産業の現場を支える「技能実習」で
あったが，新たに，「特定技能」という時流資格を創設して，１４産業分野では
あるが，この１４分野に，専門的・技術的分野とは決して言えない外国人の単
純労働者を迎え入れることになった。

又，特定技能２号には，在留年限はなく，家族の帯同も許されていることをみ
ると，外国人材がわが国に定住することを認めたもので，政府が，事実上の移
民の受け入れを認めたものであると言っても過言ではない。

国は，「外国人材の受け入れ，共生のための取り組みを，政府一丸となって，
より強力に，かつ，包括的に推進していく。」と宣言しており，そこに並々ならぬ
決意がある。



（４）まとめ

改正入管法による新たな在留資格の創設は，働き手不足
に悩む企業にとって朗報であり，企業経営の向上に資するもの
がある。

但し，企業は，外国人材に対して，労働現場においてばかり
でなく，日常生活上も，社会生活上も支援していかなければな
らない責務が課されている。

これは，技能実習制度にみられたように，外国人材を安上
がりの使い捨ての労働者とみるのではなく，この社会に共に生
きる（共生），生身の人間として扱うことを意味している。

雇用コストはかかるが，外国人材の日本語能力の向上等は，
日常生活，社会生活を送る上で重要な意味を有しており，日本
語学校とも協力していかなければならないと思う。



（１） 入管法が，わが国における外国人の法的地位，手続等を規定しており，外国人

材を受け入れるための基本的な法律である。

この入管法は，外国人のわが国における活動の類型ごとに在留資格制度を定め

る在留資格制度を採用しており，それぞれの在留資格の許可の要件や活動範囲

を規定している。

但し，在留資格「技能実習」については，技能実習法が規定しており，技能実習

法は入管法に対して特別法的な意味を有する。

（２） 入管法は，外国人材に対して，その入国と滞在を規律する法律 であるが，その他，

外国人材が労働者であることからすると，労働基準法，労働安全衛生法，最低賃金法，

労働組合法，職業安定法等の労働法関連法規や，健康保険法，厚生年金法等の社会

保険関連法規の適用がある。

企業が外国人材を雇用するにあたっては，この労働関連法規等の遵守も大変重要で

ある。

今回の入管法改正では，日本人の労働者の労働条件以上の待遇を求めており，この

意味でも，労働関連法規，社会保険関連法規が関係してくる。

賃金差別は勿論のこと，加重な労働の強要，セクハラ，パワハラなどがあってはなら

ないし，そのような企業では，外国人材の受け入れは認められていない。



（３） また，政府の総合的対応策の中で，「不法滞在者等への対策強化」として，摘

発体制の強化や，「不法滞在事犯，偽装滞在事犯，及び，不法就労助長事犯に

関与する仲介事業者及び雇用主を積極的に摘発するなど，悪質な仲介事業者

及び雇用主に対して厳格な対応を行う。」としており，企業のより一層のコンプラ

イアンスの確立が求められている。

（４） ５年以内に，出入国又は労働に関する法令に関し，不正又は著しく不当な行為

をした企業は，特定技能の在留資格で働く外国人材を受け入れることができない。

（入管法２条の５第３項，特定技能基準省令２条）

又，特定技能の在留資格者ばかりでなく，技能実習の在留資格で働く外国人材

（技能実習法１０条８号）も受け入れることができない。

このように，入管法や労働関係法規の１つにでも違反があると，産業の現場を

支える人材を外国から迎えることはできないし，既存の技能実習生についても技

能実習の継続が困難となる。 （技能実習法１６条１項３号）

このことは，外国人材に頼らざるを得ない企業にとっては死活的な問題であり，

企業においては常日頃から法令遵守を徹底することが必要である。



（１） 在留資格「特定技能」の新設
① 特定技能１号
法務大臣が指定するわが国の公私の機関（国，地方自治体，会社，個人経営者）との
特定技能雇用契約に基づいて行う特定産業分野（人材を確保することが困難な状況に
あるため，外国人により，不足する人材の確保を図るべき産業上の分野として法務省
令で定めるものをいう。現在は１４分野）であって，その産業分野の職種について相当
程度の知識又は経験を必要とする技能を要する業務に従事する活動
② 特定技能２号
法務大臣が指定するわが国の公私の機関との特定技能雇用契約に基づいて行う特定
産業分野（現在は２分野）であって，その産業分野の職種について，熟練した技能を要
する業務に従事する活動
③ 特定技能１号に係る１４産業分野
ア介護,イビルクリーニング,ウ素形材産業,エ産業機械製造業,オ電気・電子情報関
連産業,カ建設,キ造船・舶用工業,ク自動車整備,ケ航空,コ宿泊,サ農業,シ漁業,
ス飲食料品製造業,セ外食業

④ 特定技能２号に係る２産業分野
ア建設 イ造船・舶用工業



（２）特定技能雇用契約について

①特定技能制度は，技能実習生制度と異なり，特定技能外国人と企業（特定所属機関）が
直接雇用契約を締結するものであって，技能実習制度で関与していた外国の送出機関
や監理団体の介在は必要がない。

②特定技能外国人と特定技能所属機関（企業等）との雇用契約は，「特定技能雇用契約」
と称され，入管法等の法令によって，その内容が規制されている。（入管法２条の５第１
項，同省令１条１項）
ア 契約の中に，外国人が行う労働の内容，報酬（賃金），その他の労働条件を記載す

ること
イ 雇用期間満了後の外国人の出国を確保するための措置
ウ その他，外国人の適正な在留に資するために必要な事項
③ ②アの具体的な内容
ア 労働の内容が，相当な程度の知識もしくは経験を必要とする技能を要する業務，又

は熟練した業務に外国人を従事させるものであること。
イ 外国人の所定労働時間が，その企業に雇用される通常の日本人労働者の所定労

働時間と同等であること
ウ 外国人に対する賃金（報酬）の額が，日本人労働者の額と同額であること
エ 外国人であることを理由として，賃金（報酬）の決定，教育訓練の実施，福利厚生施

設の利用，その他の待遇について，差別的な取り扱いをしないこと。
オ 外国人が一時帰国を希望した場合には，必要な有給休暇を取得させるものとしてい

ること



カ 外国人を労働者派遣等の対象とする場合，外国人が派遣されることとなる国内
の派遣先の氏名又は名称，住所，派遣期間が定められていること。

キ 上記の外，１４産業分野を所管するそれぞれの省の大臣が告示で定める基準
に適合していること。

④ ②イ，ウの具体的内容
ア 外国人が雇用契約の終了後の帰国に要する費用を負担することができないと

きは，雇用主である企業がこれを負担し，外国人の出国が円滑になされるような
措置を講じていること

イ 企業が外国人の健康の状況，その他の生活の状況を把握するために必要な措
置を講じていること

ウ 上記の外，１４産業分野を所管するそれぞれの省の大臣が定める基準に適合し
ていること



（３）１号特定技能外国人支援と計画

企業は，外国人が就労活動を安定的かつ円滑に行うことができるようにするための
職業生活上，日常生活上又は社会生活上の支援が必要になっている。
これは，入管法上の義務であって，この支援計画なしには外国人材を受け入れるこ
とができない。（入管法２条の５第６項）
そして，特定技能基準省令３条１項によって，企業はこの支援計画を日本語及び
外国人が十分に理解する言語で作成し，そのコピーを外国人に交付することになっ
ている。



（４）企業に義務付けられた外国人支援計画の内容

ア 特定技能外国人に対し，在留認定資格証明書の交付の申請前に，特定技能雇用
契約の内容，わが国において行うことができる活動の内容，上陸及び在留のための
条件，その他の留意すべき事項に関する情報の提供を実施すること

イ 外国人が出入国しようとする港又は飛行場において，外国人の送迎をすること
ウ 外国人が締結する住居の賃貸借契約に基づく債務の保証人となること，外国人の

ための適切な住居の確保に係る支援をすること，銀行等の金融機関における預・
貯金口座の開設，携帯電話の利用に関する契約その他の生活に必要な契約に係
る支援をすること

エ 生活一般に関する情報の提供
オ 外国人が履行しなければならない国又は地方自治体に対する届け出，その他の

手続の情報の提供
カ 企業等から，特定技能外国人の支援の実施の委託を受けた者に対する相続，苦

情の申し出をする場合の連絡先，国や地方自治体への相談等の連絡先の情報
キ 外国人が十分に理解する言語により医療を受けることができる病院や医院の情報
ク 防災，防犯に関する事項，急病その他の緊急時における対応に必要な事項
ケ 出入国，又は労働に関する法令の規定に違反していることを知った時の対応方法，

その他法的保護に必要な事項についての情報
コ 外国人が，国や地方公共団体に対する届け出や手続をする場合，必要に応じ，同

行やその他の支援をするための情報



サ わが国での生活に必要な日本語を学習する機会を提供することの情報
シ 外国人から，職業生活，日常生活又は社会生活に関し，相談又は苦情の申し出

を受けたときは，遅滞なく相談，苦情に応じると共に，外国人への助言，指導その
他の必要な措置を講ずることの情報

ス 外国人と日本人の交流の促進に係る支援をすることの情報
セ 外国人が自分の責任がないことで雇用契約を解除された場合，ハローワーク等

への紹介やその特定技能資格で就労することのできる企業等への就職と支援す
るための情報

ソ 支援責任者，支援担当者が，外国人及びその監督をする立場にある者と定期的
な面談を実施し，労働基準法その他の労働に関する法令の規定に違反している
こと，その他の問題の発生を知った時は，そのことを労働基準監督署，その他の
関係行政機関に通報することの情報

タ 企業が支援計画の全部の実施を登録支援機関に委託した場合，登録支援機関
の登録の内容等を知らせること

チ 支援の実施を他の者に委託する場合，その者の住所，氏名，名称等を知らせる
こと

ツ 企業内の支援責任者，支援担当者の氏名と役職名
テ 上記の外，当該産業分野を所管するそれぞれの省の大臣が告示で定めた事項



（５）登録支援機関

① 外国人材を受け入れる企業は，支援計画に基づき，特定技能外国人支援を行わなければな
らないが，支援の全部又は一部の実施を委託することができる。（入管法１９条の２２第２項）
一方，契約により，外国人材受け入れの企業から委託を受けて，外国人支援計画の全部の実
施の業務を行う者は，登録支援機関として出入国在留管理庁長官の登録を受けることができ
る（入管法１９条の２３）

② 登録支援機関として登録するためには，入管法１９条の２６に規定する登録支援機関の欠格
事由のいずれにも該当してはならず，支援業務を的確に遂行するための必要な体制が整備
されていることが求められている。 欠格事由は次のとおりである。

ア 過去１年間に，登録支援機関になろうとする者において，その者の責めに帰すべき事由に
より，外国人の行方不明者を発生させていないこと

イ 登録支援機関になろうとする者において，役員又は職員の中から，支援責任者及び支援業務
を行う事務所ごとに
１名以上の支援担当者（支援責任者が兼ねることができる。）が選任されていること

ウ 次のいずれかに該当すること



（ア） 登録支援機関になろうとする者が，過去２年間に入管法別表の定める収入を伴う事業を運営す
ル活動又は報酬を受ける活動を行うことができる在留資格をもって在留する中長期在留者の受
け入れ又は管理を適正に行った実績がある者であること

（イ） 登録支援機関になろうとする者が，過去２年間に報酬を得る目的で業としてわが国に在留する
外国人に関する各種の相談業務に従事した経験を有するものであること

（ウ） 登録支援機関になろうとする者において，選任された支援責任者及び支援担当者が，過去５年
間に２年以上入管法の在留資格を持って在留する中長期在留者の生活相談業務に従事した一
定の経験を有するものであること。

（エ） 上記の他，登録支援機関になろうとする者が，これらの者と同程度に支援業務を適正に実施す
ることができる者として出入国在留管理庁長官が認めるものであること

エ 情報提供及び相談対応に関し，特定技能外国人が十分に理解することができる言語による体制，
担当の職員を確保し，定期的な面談をすることの体制が整備されていること

オ 支援業務の実施についての文書を作成し，雇用契約の日から１年以上備えおくとしていること
カ 特定技能１号の外国人支援に対し，その費用を直接又は間接に外国人に負担させないようにす

ること
キ 支援委託契約を締結するにあたり，支援を委託する企業に対し，支援業務に要する費用の額及

びその内訳を示していること



③ 登録支援機関は，１号特定技能外国人支援計画に基づいて支援業務を行わなければならず，支
援業務の実施状況や特定技能外国人から受けた相談の内容及び労働基準監督署への通報，
ハローワークの相談の内容を，出入国在留管理庁長官に届け出なければならない。（入管法１９
条の３０） 出入国在留管理庁長官は，支援業務の適正な運営を確保するために必要があると
認めるときは，登録支援機関に対し，必要な指導及び助言を行い，その業務の状況に関し報告
又は資料の提出を求めることができる。（入管法１９条の３１，１９条の３４） さらに，登録支援機
関は，４半期ごとに管轄する地方出入国在留管理局に実施状況等を記載した書類を提出し，届
け出なければならない。

④ 登録支援機関としての登録の有効期間は５年であり，更新を受けなければ，期間の経過によって
力を失う。



６ 特定技能の資格基準

（１）特定技能１号
① １８才以上の健康状態が良好の者であり，従事しようとする業務に必要な相当程度の知識，又

は経験を有していること及び日本語能力が試験等の評価方法によって証明されていることが必
要で，適法なパスポートを所持していることが在留資格獲得の要件になる。

② 在留期間は１年，６月又は４月で更新でき，在留期間の上限は５年であり，家族の帯同は不可。

（２）特定技能２号
① １８才以上の健康状態が良好の者であり，従事する業務に必要な熟練した技能を有しているか
試験等の評価方法によって証明されていること，適法なパスポートを所有していることが在留資
格獲得の要件になる。日本語能力は既にあるものと考えられ，試験はない。

② 在留期間は３年，１年又は６月で更新でき，在留期間の上限はなく，家族の帯同も許される。

７ 特定技能外国人と転職

特定技能外国人は，同一の業務区分内又は試験等により，その技能水準の共通性が確認されて
いる業務区分間において転職することが可能である。

特定技能外国人が転職し，特定技能所属機関（企業等）を変更する場合には，在留資格変更許可
を受けなければならない。（入管法２０条１項かっこ書）

８ 企業等特定技能所属機関の届出

企業等は，特定技能外国人と雇用契約の変更をしたとき，雇用契約が終了したとき，新たな雇用
契約を締結したとき，特定技能外国人支援計画の変更をしたとき等は，出入国在留管理庁長官に対
し届出をしなければならない。


